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日産はビジネスパートナーとの信頼を基本に、お互いの持続的な成長を

目指しています。そのために、常に対等な立場でサプライヤーや販売会

社の意見に耳を傾け、切磋琢磨し合いながらベストプラクティスを導き

出す協力関係の維持・強化に努めています。日産が事業展開する地域の

拡大とともにバリューチェーンもグローバルに広がる中、一貫性のある

CSR活動を推進するために、日産のCSRに対する考え方や方針をビジ

ネスパートナーと共有し、CSRマネジメントの向上を目指しています。

取り組 み の柱

1. サプライヤーとともにC S Rを実践
日産にとって、すべてのサプライヤーが大切なビジネスパートナーです。「信頼（公平に、プロ意識を持って）」「相手への

敬意（約束、義務、責任を果たし）」「透明性（オープンに、率直に、明快に）」という3つの価値を共有しながら取り組んで

います。

2. 販売会社とともにC S Rを実践
日産では、販売会社とコンプライアンスの意識を共有し、より強固な内部統制を構築できるように、さまざまな取り組

みを推進しています。販売会社とのコミュニケーションを強化しながら、CSRマネジメントのさらなる向上を目指して

います。

活 動 方 針

取引先の決定にあたり、日産は透明性のある公平・公正な業務プロセスを徹底しています。国籍、企業規模、取引実

績の有無にかかわらず、広く参入機会を提供し、選定に際しては関係部門が一堂に会してサプライヤーからの提案を

横断的に検討します。そして、選定結果は参加したすべてのサプライヤーに必ず説明しています。

実際の取引においても、「日産グローバル行動規範」（第4項「公平・公正な関係」）を順守し、公平・公正な業務の徹底

を高い水準で維持するよう努めています。日常の緊密なコミュニケーションに加え、サプライヤー各社へのアンケート

や意見交換を定期的に行い、社外の視点からのチェックも行っています。

また、自動車産業が目指す調達上の原則や、下請法および独占禁止法上の留意点などをまとめた「自動車産業適

正取引ガイドライン」について社内への周知徹底を図るとともに、サプライヤーに対しても説明会を実施し、サプライ

チェーン全体で取引の適正化を推進しています。

� � � � 年 度 のレビューと今後の課題

2011年度は、東日本大震災やタイ洪水などの自然災害が発生し、その復旧にはサプライヤーとの連携が重要な要

素となりました。それらは被災したサプライヤーへの支援や早期生産再開などの形で表れました。主な取り組みとして

は、次の項目が挙げられます。

1． 生産復旧に関する情報をサプライヤーと早期に、高い頻度で共有化

2． 輪番停電、夏期週末稼働に対し、サプライヤーからの要望を事前に確認し対策をまとめ、必要に応じてサプライヤー

　 への支援を実施

3． サプライチェーンでの事業継続計画（BCP）を策定 （日本およびタイ）。2012年度に向けては、タイ以外の海外拠点

　 に対しても、日本での取り組みを紹介し、同様にBCPの策定を進めていく計画です。



＞
「The Renault-Nissan Purchasing Way」および「ルノー・日産サプライヤーCSRガイドライン」は、NISSAN GLOBALサイト内ビジネス
パートナーの項目からダウンロードできます。併せてご覧ください。
http://www.nissan-global.com/JP/COMPANY/CSR/LIBRARY/SUPPLIERS/

＞ サプライヤーとの品質の取り組みに関する詳しい情報は、下記のウェブサイトに記載しています。併せてご覧ください。
http://www.nissan-global.com/JP/QUALITY/PRODUCTS/GLOBAL_SP/

＞ 「ニッサン・グリーン調達ガイドライン」は、NISSAN GLOBALサイト内ビジネスパートナーの項目からダウンロードできます。併せてご覧ください。
http://www.nissan-global.com/JP/COMPANY/CSR/LIBRARY/GREEN_PURCHASING/
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人 道 支 援に関する取り組み

「サプライヤーCSRガイドライン」

サプライヤーとの取引にあたっては、大切にしている価値やプロセスを「The Renault-Nissan Purchasing 

Way」という小冊子にまとめ、2006年からルノー・日産の1次サプライヤーと共有しています。さらに、グローバルに

広がるサプライヤーとともにCSRを実践していくため、2010年に「ルノー・日産サプライヤーCSRガイドライン」を

作成し、グローバル1次取引サプライヤー全社（約7,600社）に配布しました。本書は、サプライヤー各社の企業活

動をCSRの視点で見直していただき、CSRへの取り組みをさらに浸透させていくことを目的としており、日産の

CSR方針および調達に関する方針のほか、「安全・品質」「人権・労働」「環境」「コンプライアンス」「情報開示」の主

に5つの項目について説明しています。作成に際しては、日本自動車工業会および日本自動車部品工業会のCSR

に関するガイドラインを参考としました。2010年度以降の新規参入のサプライヤーについては、特にガイドライン

順守の徹底を図っています。

サプライヤーと共同で取り組む「モノづくり活動」を強化

日産では、より競争力のある商品を常に生み出すため、2008年からサプライヤーと日産の連携による「モノづく

り活動」を進めてきました。この活動を発展させるため、2009年からはサプライヤーとの信頼と協力を重視した共

同改善活動「Thanks活動」を推進しています。サプライヤーとともに厳しい市場でコストリーダーとなることを目

指し、部品当たりの生産量増加、現地化の徹底、物流の改善などを実施しながら、品質向上、コスト低減、製造の合

理化などに取り組んでいます。

事業発展に貢献したサプライヤーをグローバルに表彰

日産は、毎年世界の各拠点で事業の発展に貢献していただいたサプライヤーを表彰するとともに、グローバルレベ

ルで業績向上に寄与されたサプライヤーに対して、日産グローバルサプライヤーアワードとして「グローバル品質賞」

と「グローバルイノベーション賞」を贈呈しています。この表彰制度は、品質、コスト低減、技術開発といった経済活動、

環境配慮、社会性の3つの側面でバランスのとれた経営を行うという日産の考え方が、グローバルレベルでサプライ

チェーン全体に浸透することを目的としています。

グローバル品質賞は、購買部門や品質部門などが、グローバルに統一された品質評価基準に基づいて選考します。

グローバルイノベーション賞は、商品技術とプロセスマネジメントの2分野において、生産・開発・品質など関連部門の

推薦を受けたサプライヤーを選考します。2011年度は、3社がグローバル品質賞を受賞し、グローバルイノベーション

賞は商品技術分野で15社が受賞しました。

ニッサン・グリーン調達ガイドラインをグローバルに拡大

日産は、自動車の部品・資材などのサプライヤーに対する環境配慮への取り組み基準「ニッサン・グリーン調達ガイド

ライン」を発行し、サプライヤー各社に環境負荷低減への協力をお願いしています。国内向けに2001年に発行、2008

年の改訂版からは欧州・アジア地域をはじめグローバルに展開しています。1次取引先に協力をお願いし、サプライヤー

各社の調達先を含むサプライチェーン全体での環境負荷物質管理の促進と継続的な削減に取り組んでいます。2010

年には「ルノー・日産サプライヤーCSRガイドライン」の作成と併せて内容を改訂し、説明会後に日産グローバルサイト

で公開しました。さらに、2011年10月に発表した「ニッサン・グリーンプログラム2016」に対応した新たな管理プロセ

スを構築し、11月にはサプライヤー説明会を実施。グローバルに改訂版グリーン調達ガイドラインを展開しました。

サプライヤーとともに
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販売会社と共同で取り組むCSRマネジメント

日産では、販売会社とともに一貫性のあるCSRマネジメントを推進するため、日本国内の日産販売会社向けにコン

プライアンス強化を目的とした活動を継続的に実施しています。具体的にはコンプライアンスに関する管理レベルの

把握と改善を目的とした自己点検プログラムを2011年度についても各販売会社で実施し、販売会社内での気づき、

自発的改善につなげました。また、2011年6月の販売会社代表者会議では、2011年度の取り組みについて周知徹底

を行い、改善活動を行うなど、各販売会社と一体となってコンプライアンス強化の取り組みを推進しています。日産は

販売会社とともにコンプライアンスへの意識を共有し、より強固な内部統制の構築に努め、CSRマネジメントのさらな

る向上を目指しています。

紛争鉱物への対応方針

2010年7月、コンゴ共和国および周辺国の紛争地域で採掘された4鉱物の使用有無について報告を課す法案が、米

国で制定されました。これに対し、日産は自動車業界全体のサプライチェーンにおける負荷低減とCSRへの取り組みの

加速を狙いとし、同業他社と連携して同法の対応に準じるサプライチェーンの調査を行う方針を決定しました。これに基

づき、CSR部と購買部門が、業界団体と連携しながら調査準備を進める計画です。

販 売 会 社とともに

日産のCSR 重点8分野  オーナーメッセージ

購買管理部
担当部長

坂斉　武

日産のCSR 重点8分野  オーナーメッセージ

CSR活動のさらなる浸透を推進

購買部門では、サプライヤーとの取引で共有すべき価値理念を規程した「T h e  R e n a u l t - N i s s a n 

Purchasing Way」を、2006年にサプライヤーに展開しました。その後、私たちの事業活動の拡大に伴い、

CSRの取り組みをグローバルに広がるサプライヤーとともに実践することが必要になってきました。そこで、日

産はルノーとともに「ルノー・日産サプライヤーCSRガイドライン」を作成し、2010年度にグローバル1次取引サ

プライヤー全社に配布しました。2011年度は、東日本大震災やタイ洪水が発生し、その復旧が、サプライヤーと

連携した重要な活動となりました。これらの取り組みは、被災サプライヤーへの支援や早期生産再開などの形で

表れました。今後も私たち日産は、CSR活動のさらなる浸透を推進するとともに、サプライヤーとの相互理解と

信頼を深め、互いに有益なパートナーシップを築けるよう努めていきます。

A r e a  Le a d e r s '  M e s s a g e s



社会貢献

社 会 貢 献

人道支援

環　境教　育

社会

人々の生活を豊かに
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日産は「人々の生活を豊かに」というビジョンのもと、魅力ある製品や

サービスを世界中に提供すると同時に、持続可能な社会の実現に向け、

企業市民としての役割を果たしていきたいと願っています。日産はグ

ローバル社会の一員として、より良い社会の創造に寄与するさまざま

な社会貢献活動に取り組んでいます。具体的には「人道支援」「教育へ

の支援」「環境への配慮」の3つを柱に、自動車メーカーならではの社

会貢献活動をグローバルに、そして地域とともに展開しています。従業

員の社会参加意識を育てながら、NPO・NGOなどの外部組織とも連携

し、各国・地域の実情やニーズに合わせた活動を行っています。

活動方針

社会貢献活動にあたっては、世界各地の日産の事業所とグローバルでビジョンを共有しながら、日産らしい貢献がで

きるよう心がけています。活動の企画・実施においては次のような項目を重要と考えています。

1. 従業員の自発的な参加意識を育てる

従業員一人ひとりの社会貢献活動を積極的に支援し、より多くの従業員が市民意識を持つことにより、大きな社会貢

献の輪を育んでいきます。

2. 会社の強みや特性を生かした活動を考える

金銭的な支援だけではなく、ノウハウや日産の製品・関連施設の活用など、日産が本業で培った資源を十分に生かすこ

とによって、持続的な活動を行うことを目指しています。

3. 専門性のあるNPOやNGOとの協働

日産の社会貢献活動をより実りあるものとするために、NPO（民間非営利組織）やNGO（非政府組織）と対話を常に行

い、連携した協働プログラムの可能性を探求していきます。

取り組 み の柱

1. 人道支援
日産は、世界各地で発生した大規模自然災害の被災地に対する支援活動を

行っています。グローバルに広がる事業所やグループ企業のネットワークを

生かしながら、それぞれの国や地域の実情に配慮して、効果的な活動を展開

しています。

2. 環境への配慮
日産は環境理念「人とクルマと自然の共生」を掲げ、多岐にわたる環境負

荷削減に向けた取り組みを継続的に行っています。社会貢献活動において

も、「環境への配慮」を重点分野と定め、環境意識の醸成、啓発活動を中心

とした各種プログラムを実施しています。

3. 教育への支援
日産は「次世代育成」という観点を重んじて社会貢献活動を行っています。

未来を担う次世代の子供たち、若者の心を豊かに育む活動を心がけ、教育

機関などとも連携しながら、実りある活動を継続的に実施しています。

従業員



社会貢献

推進体制

アジア

日産自動車

欧州日産
共通の戦略と
3つの重点分野

AMIE 米州

独自
プログラム

独自
プログラム

独自
プログラム

独自
プログラム

独自
プログラム

独自
プログラム

北米日産

・販売会社
・子会社

・販売会社
・子会社

・販売会社
・子会社

066

人道支援に関する取り組み

推進体制

日産グローバル本社のCSR部がグローバルの社会貢献活動の統括役を担い、それぞれの拠点で行われているプロ

グラムはリージョナルオフィスによって統括されています。

日本国内の活動は、企画・実施する各部署や地域との窓口を担っている各事業所の担当者とCSR部が情報共有したう

え、必要なサポートを提供しています。海外については日産本社がアジア地域、欧州日産自動車会社がAMIE（アフリカ・中

東・インド・欧州）、北米日産会社が米州地域の中核となり、各地域の事業会社と情報交換しながら推進しています。グローバ

ルに連携を取る体制が整っており、社会貢献においてもクロスファンクショナル・クロスリージョナルに取り組んでいます。

またイントラネットに社会貢献活動専用のページを設けており、従業員にボランティア情報などを提供するほか、

1996年からは従業員の活動を会社が資金面で支援する「日産ボランティア活動資金支援制度」を設け、市民意識の醸

成を促しています。

2011年 度 のレビューと今後の課題

2011年度の活動は、3月11日に発生した東日本大震災への対応から始まりました。地震発生の翌日に発表した緊

急援助に続き、車両の寄付および無償貸与を通じて被災地での移動・輸送、各種移動サービスの手段を提供しました。

各拠点が連携しながら日産らしい支援を進めることができたと同時に、それぞれの活動が従業員の市民意識を高め、

それを後押しする社内制度の整備へとつながりました。2012年度はボランティア活動にかかわる制度・仕組みの拡充

や、ハビタット・フォー・ヒューマニティに続くグローバルなプログラムを新たに導入することなどを検討していきます。

大規模災害時の支援

日産は世界各地で発生した大規模自然災害で被災した地域に対する支援を行ってきました。

大規模自然災害への支援をする際は、意思決定までのスピードを重要と考えています。さまざまな機能部署や事業所から

迅速に被害状況の情報を収集し、正しい現状理解を踏まえて適切な支援の検討を行い、マネジメントの判断につなげます。

2011年の東日本大震災においては、発生翌日の3月12日に初動支援としてNGOジャパン・プラットフォームに対し

3,000万円の支援を決め、その4日後には車両寄贈、従業員寄付に対する同額の会社からのマッチングギフト、海外子

会社からの支援など、合計で4億円相当の支援を実施する準備を整えました。会社に備蓄していた食料やミネラルウ

オーター、毛布、マスク、消毒液、その他の日常生活用品を被災地に提供したほか、「日産パトロール」50台を現地で活

動する国連機関および非営利団体に寄贈、100%電気自動車「日産リーフ」65台を被災地自治体に無償貸与するなど、

日産ならではの支援活動を展開しました。

また従業員が支援活動に参加しやすいよう、人事部門と連携を取ってボランティア特別休暇を整備。従業員有志に

よる被災地ボランティア活動は全16回を数え、延べ854人が参加しました。日産自動車（株）で実施した従業員募金は

31,508,949円に上り、会社からのマッチングギフトとともに日本赤十字社に寄付しました。



社会貢献

教育への支援に関する取り組み

環境への配慮に関する取り組み

＞ 東日本大震災における支援活動に関する詳しい情報は、下記のウェブサイトをご覧ください。
http://www.nissan-global.com/JP/CITIZENSHIP/SUPPORT-ESTJPN/
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2011年10月にタイで発生した洪水に対しては、被災した従業員をサポートするとともに、地域支援として義援金

5,000万円と150万円相当の救援物資の寄付を行いました。

地域社会での人道支援

地域社会における人道支援にあたり、日産はさまざまな国際NGOと協働しています。そのひとつが貧困や災害で家を

失った人に住宅を提供するハビタット・フォー・ヒューマニティです。2005年に米国南部を襲ったハリケーン「カトリーナ」

の被災者支援をきっかけに、協働がスタート。同NGOは、貧困や災害などの影響で安全で清潔な住環境を得られない

人々のために、少ない負担で生活を確立できるような支援を世界各地で行っています。日産はこうしたビジョンに賛同す

るとともに、従業員の社会参画を支援する最適なプログラムとして、ハビタット・フォー・ヒューマニティとパートナーシップ

を組んでいます。2011年度には北米のみならず、タイ、インドネシアでもプロジェクトを支援し、それぞれの現地事業所

の従業員がボランティア活動に参加しました。

フリート・フォーラムとのパートナーシップ

NPOやNGOが活動に使用する車両の環境負荷軽減をサポートするため、日産はジュネーブに本部を置くNPO フリート・

フォーラムとパートナーシップを組み、同組織を通して国連機関などを含む5団体に「日産リーフ」を一定期間、無償提供

する取り組みを行っています。2012年度においては、スイス、英国、イタリアでこのプログラムが実施される予定です。

地域社会への貢献

神奈川県内の事業所では毎月23日を「日産デー」とし、周辺地域の清掃活動を行っています。2009年11月からは、

横浜に拠点を移した日産グローバル本社もこの活動に加わり、地域に貢献する環境活動の一環として取り組みながら、

従業員の環境意識の向上に努めています。

夏の節電促進キャンペーン

夏場の電力不足軽減に少しでも貢献するため、日産は従業員の各家庭で工夫しながら節電に取り組めるキャンペーン

を行いました。「わくわく節電コンテスト」では、参加者に2011年7～8月の電力使用量を前年比でどれだけ削減できた

かを、節電アイデアとともに申告してもらいました。およそ700名から応募が寄せられ、入賞した上位4名のご家庭では

前年比60％前後の削減を達成しました。また、応募者全員の電力削減量は一

般家庭およそ7,800世帯分の1日の電力使用量に相当しました。「夏休みわ

くわくエコ絵画コンテスト」では、従業員の家族(小学生)を対象に「家庭での

節電」をテーマにした絵画を募集。節電のために家族みんなでどんな工夫を

したか、どんな変化があったかを絵で表現してもらいました。

コンセントをこまめに抜く、冷房の代わりに扇風機を使用するなど、従業

員にとって節電を意識するきっかけになっただけでなく、参加者からは「家

庭内のコミュニケーションに役立った」との声も聞かれました。

日産ならではの教育プログラム

日産は、製造業としてのノウハウを生かした体験型教育プログラムを継続的に実施しています。2011年度も、小学

校高学年の児童を対象とした3つの出張授業「日産モノづくりキャラバン」「日産デザインわくわくスタジオ」「日産わく

わくエコスクール」を開講しました。

「日産モノづくりキャラバン」は、モノづくりの楽しさを体験する機会を提供するためのプログラム。2011年度は東

日本大震災で被災した福島県へ、追浜工場と栃木工場から講師が出向き、福島市と郡山市の小学校計8校で授業を行

大賞作品（高学年の部）
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いました。また2011年10月には、日産メキシコのアグアスカリエンテス工場でも同様のプログラムをスタートさせま

した。「日産デザインわくわくスタジオ」では、日産の現役カーデザイナーがクルマの製造過程やデザインの仕事につ

いて紹介しています。「日産わくわくエコスクール」は NPO法人気象キャスターネットワークとの協働で行っている環

境出張授業です。2011年度は3つのプログラム合計で約2万2,300人の児童に学びと気づきを楽しく提供しました。

2007年の開始以来、授業に参加した生徒の数は累計で8万3,000人に上ります。

また2011年11月に神奈川県川崎市の工業高校で開催された「技能五輪メダリストによる出張キャリア講座」では、

同年の技能五輪国際大会電子機器組立て職種部門で敢闘賞を受賞した日産の技術者およびトレーナーの2名が講師

を務めました。この授業は、モノづくり産業を支える人財育成を目的に神奈川県が主催しているものです。デモンスト

レーションでは、生徒たちが2日間かけて行ったハンダ付けを講師がわずか15分で製作、技能五輪受賞者の「技とス

ピード」に生徒たちの視線が釘付けとなりました。

メキシコでの教育支援

日産メキシコでは、工場のあるアグアスカリエンテス地域の人財育成のため、同州政府と連携し、2001年から工

場内で「Nissan School」を開講しています。地元の高校生と大学生を対象に技術者とエンジニアの育成を行って

おり、2011年度までに延べ1,400人が卒業、およそ4割が日産メキシコに入社しました。

日産財団の活動

公益財団法人日産財団は、昭和49年の創立以来、主として自然科学分野の有意義な研究や教育活動に対し、幅広く助

成を行っています。物事の本質を捉え、持続可能な発展をリードする人財の育成や、根本的な解決手段を提案する研究に

対して重点的に支援を行っています。その実績は平成24年3月現在、累計で約2,500件、69億円に達しています。2011

年度はインドの学術機関との技術的連携やルノー財団と連携したインターンシッププログラムを開始し、日産同様にグ

ローバルな活動に着手しています。

ニッサン童話と絵本のグランプリ

日産は、アマチュア作家による創作童話と絵本のコンテスト「ニッサン童話と絵本のグランプリ」を財団法人大阪国際

児童文学館とともに開催しています。子供たちに良質な童話や絵本を届けることを目的に、大賞作品を毎年出版し、全

国の公立図書館（約3,300館）や幼稚園（約700園）、日産の海外事業拠点周辺の日本人学校・日本語補習校などへ寄贈

しています。これまでの累計寄贈冊数は、約18万5,000冊に上ります。第28回となる2011年度は、全国から2,450編

の応募が寄せられました。毎年春休みには、関連イベントとして財団法人児童育成協会（こどもの城）との協働により、絵

本にちなんだ展示や工作などを体験できるワークショップ「ニッサンゆかいな絵本と童話展」も開催。日産従業員や早

稲田大学の学生ボランティアが、クルマの素材などを再利用し、子供たちにモノづくりの楽しさを伝えています。

北米日産会社による就学前の子供たちに書籍を贈る「ガバナーズ・ブックス･フロム･バース基金(GBBF)」の活動

への継続的な支援や、中国における恵まれない子供たちへの図書の寄贈など、「子供と本」に関する幅広い取り組み

を世界各地で行っています。

日産は国内各事業所や関係会社においても、地域社会の一員としてさまざまな地域貢献活動を行っています。

追浜工場では2011年12月、第12回全国車いすマラソン「日産カップ追浜チャンピオンシップ2011」を地域関係団

体とともに開催しました。この大会は障がい者スポーツの普及と競技者の技術向上、地域の活性化を目的とする車い

す陸上競技の総合大会で、延べ約200名の選手が全国から参加しました。ロードレースでは、毎年約500名の従業員

ボランティアがコース整理や給水の補助を行うなど、大会の運営に協力しています。同大会を記念して設立された従

業員による「太陽募金」では、毎年集まった寄付金を障がい者陸上競技団体などに寄付しています。

厚木市にある日産テクニカルセンターと日産先進技術開発センターでは、清掃活動や花の植栽、地域イベントへの

協力など、周辺地域に貢献する「NICE WAVE」活動を推進しています。

＞ 日産財団の活動に関する詳しい情報は、下記のウェブサイトをご覧ください。
http://www.nissan-zaidan.or. jp/

各 事 業 所による地域貢献
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日産のCSR 重点8分野  オーナーメッセージ

WFP 国連世界食糧計画
東日本大震災緊急支援活動コーディネーター

山﨑  和彦氏

ステークホルダーからのメッセージ

日産の迅速な車両提供が被災地への力強い励ましに

WFP国連世界食糧計画は、飢餓と貧困の撲滅を使命に活動する国連唯一の食糧支援機関です。東日本大震

災においては、日本政府、被災地の自治体、災害対策本部、NPOなどと密接に連携をとりながら数々の緊急支援

プロジェクトを実施しました。その際、日産自動車より提供された2台の「パトロール」が、スタッフや資材の輸送

に大活躍してくれました。震災発生当初、瓦礫が道路の一部をふさぐなど、一般車両では通行が難しい状況下で

も、パワフルで堅牢な「パトロール」は安心して走行することができました。

震災発生直後に車両提供の申し出を頂いたことで、WFPの活動はスピードと機動力を得たと同時に、効率的な

支援が可能になりました。日産自動車の車両提供は、被災地支援を担うWFPほか各団体の活動に大きく貢献し、ひ

いてはそれが被災地の方々へも力強い励ましのメッセージとして確かに伝わったのではないでしょうか。

Mes s a g e s  f r om  Ou r  S t a keho l d e r s

CSR部
主担

菰田  雄士

日産のCSR 重点8分野  オーナーメッセージ

災害支援を通じて得た経験を今後の活動にどう生かすか

2011年度は東日本大震災のみならず、タイでの洪水、「アフリカの角」での食糧危機、近畿地方を中心に発生

した台風など、多くの自然災害に見舞われた一年となりました。あらためて被災された皆さまに心よりお見舞い

申し上げます。当社操業への影響は、積み重ねてきたリスク管理が奏功して極小化できた一方、自然災害の影響

やその余波を考えずには、人も、社会も、そして社会に支えられる私たちのような会社組織も持続安定的に歩む

ことが難しい、ということを経験を通じて理解できた年だったと思います。企業の社会貢献活動を預かる部とし

て、すでに今ある仕組みや基準、プロセスや考え方をあらためて点検し、将来的な脅威に備えたいと思います。

A r e a  Le a d e r s '  M e s s a g e s
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「CSR ステアリング コミッティ」では、「CSRスコアカード」を管理ツールとして、

「CSR重点8分野」ごとの活動の進捗状況を確認し、レビューを行っています。

ここでは、「CSRスコアカード」のうち、日産が現在実行している事業活動の

価値観や管理指標についてご紹介します。

［ 2011年度目標に対する達成度 ］　　　達成　　　ほぼ達成　　　未達成　　　未集計

コーポレート
ガバナンス・
内部統制

フォーカスアイテム 2011年度  実績重点活動（価値） 適用範囲 進捗確認指標例 2009年度  実績 長期ビジョン2010年度  実績 2011年度  目標 2012年度  目標

法令と会社のルール
を順守し、公平・公正
で高い透明性を持っ
た効率的な事業活動
を目指します

内部統制シス
テムの整備と
適正な運用

コンプライ
アンス／
行動規範

連結会社 世界全地域のコン
プライアンス組織
の整備と行動規範
の展開

内部通報制度を各
リージョンに導入済み

・ 各リージョンで重点
課題を明確化し、ア
クションプランを策
定してコンプライアン
ス違反未然防止活動
を推進

・ グローバルでは、グ
ローバル行動規範の
社外開示を実施

・ コンプライアンスリ
スクの可視化と重点
管理の仕組み構築

・ PDCAサイクル強化
によるトラブル解決
力、フォローアップの
向上（各地域で
2011～13年度中
期計画を策定）

・ PDCAサイクルによ
る改善活動のさらな
る強化とコンプライ
アンス違反未然防止

・ グローバル贈賄防止
ポリシー策定とトレー
ニングの実施

グローバルにコンプ
ライアンス違反未然
防止の仕組み（プロ
セス）が機能して
いる

・ コンプライアンスリスクの可視
化と各地域ごとの活動計画を
グローバルコンプライアンスコ
ミッティで確認。その後の進捗
状況も定期的にフォロー

・ 各地域ごとに中期計画（2011～
13年度）を策定

・ さらなるビジネス拡大に伴い、
贈収賄に対する防止活動を開
始。グローバルポリシーの策定
とトレーニングの実施を決定

リスクマネジ
メント

効果的で適切なリ
スク管理体制を整
備し、グローバルに
展開

・ 新型インフルエンザ
発生に対応するとと
もに欠勤率の上昇に
備えたBCPを策定

・ 経済危機によって新
たに顕在化したリス
クについて、全社的
リスク管理の対象と
して責任者を任命し
管理方法を検討、管
理を強化

・ リスクマネジメント
の基本的なプロセス
について、米州およ
び欧州の地域統括
会社との共通化を進
めるとともに、ルノー
との間で情報・意見
の交換を実施

・ リスクマネジメント
の取り組みについ
て、アニュアルレ
ポートおよびサステ
ナビリティレポート
上で紹介

・ 東日本大震災対応
の振り返りの実施と
BCPへの反映

・ リスクマネジメント
活動に係る情報開示
の継続的実施および
強化

・ ルノーとのベンチ
マークの継続的実施
および強化

・ 東日本大震災対応の振り返りを
各機能ごとに実施。結果をBCP
に反映させ、全社で共有。さらに
シミュレーション訓練で検証し、
さらなるレベルアップを実施

・ リスクマネジメント活動の開示
（アニュアルレポートおよびサス
テナビリティレポート）について
は、開示項目の追加と内容の
アップデートを実施

・ ルノーの新体制移行に合わせ
再度ベンチマークを実施

・ 新中期計画達成を
サポートするリスク
マネジメント活動の
実施

・ 情報開示の継続と内
容のアップデート

グローバルにリスク
マネジメントの仕組
みが機能しているこ
とで企業価値の向上
に貢献するとともに、
積極的な情報開示に
より外部からの理解
にも貢献している

情報セキュリ
ティ

個人情報保護への
取り組み、および、
より強固な情報セ
キュリティの構築

・ 日産自動車および販
売会社各社の個人
情報保護策順守状
況の継続的なモニタ
リングと改善実施
・ 主要関係会社の情
報セキュリティマネ
ジメントの年度計画
策定とPDCAサイク
ル実施

・ 日産自動車および販
売会社各社の個人
情報保護策順守状
況を継続してモニタ
リングし、レベルの維
持・向上を確認

・ 情報セキュリティマ
ネジメントの年度計
画、進捗確認をグ
ローバルで実施し、
レベルの維持・向上
を確認

情報セキュリティマネ
ジメントの維持・向上

・ 日産自動車および販売会社各社
の個人情報保護策順守状況を
継続してモニタリングし、レベル
の維持・向上を確認

・ 情報セキュリティマネジメントの
年度計画、進捗確認をグローバ
ルで実施し、レベルの維持・向上
を確認

・ 社外の情報セキュリティインシ
デント情報から、同様のことが自
社内で起きないような確認プロ
セスを実施

情報セキュリティマネ
ジメントの維持・向上

情報セキュリティに関
するPDCAサイクル
がグローバルに実施
され、社会的責務を
果たすとともに、安定
した企業活動の遂行
に寄与する

日産 C S R  スコアカード
CSRデータ集 071



［ 2011年度目標に対する達成度 ］　　　達成　　　ほぼ達成　　　未達成　　　未集計

フォーカスアイテム

経済的貢献

2011年度  実績重点活動（価値） 適用範囲 進捗確認指標例 2009年度  実績 長期ビジョン2010年度  実績 2011年度  目標 2012年度  目標

持続的な利益ある成
長を目指します。そし
て社会全体の経済的
発展にも貢献します

日産パワー88の実行、推進 連結会社 連結営業利益率
（%）

4.1% 6.1％ 4.9%（見通し） 6.8%（見通し） 持続可能なモビリティ
社会を推進すること
を通じて、持続的な利
益ある成長を果たす。
そして、あらゆるス
テークホルダーに、長
期的な価値を提供し
続ける

5.8%

0円／株 10円／株 20円/株 25円／株20円/株株式配当（円／株）株式

5.5% 5.8% 6.1% (見通し） 6.7%（見通し）6.4%グローバル
マーケットシェア

品質

世界中でトップレベル
の製品やサービスを
お客さまにお届けし
ます

お客さまに最も影響力のある外
部指標のスコア

セールス・サービス品質の向上に
よる、お客さま再購入率と再入庫
率を向上

グローバル

日産自動車
（株）

グローバル

【北米】Consumer 
Reports、J.D.パワー
IQS/VDS

2009年度目標をほ
ぼ達成

2010年度目標をほ
ぼ達成

該当する指標におい
てさらなる向上を目
指す

該当する指標におい
てさらなる向上を目
指す

「日産パワー88」の 
"クオリティの向上"で
は、2016年度までに
インフィニティ・ブラン
ドはラグジュアリー・ブ
ランドのリーダーに、
ニッサン・ブランドはグ
ローバル自動車業界の
トップ・グループになる
ことを目指す

2011年度目標をほぼ達成

英国 WHAT CAR?：
「キャシュカイ」「ノート」
が高評価、
イタリア
QUATTRORUOTE: 
「キャシュカイ」が高評価、
ドイツ 
ADAC: 「キャシュカイ」
「ノート」で高い信頼性
評価を獲得

英国 WHAT CAR?：
｢キャシュカイ｣「ノート」が高評価、
ドイツ ADAC：「キャシュカイ」「マ
イクラ」で高い信頼性評価を獲得

【欧州】
英国：WHAT CAR? 
ドイツ：ADAC
イタリア：
QUATTRORUOTE

中国 J.D.パワー/IQS：
4モデルがトップ3に
ランクイン、
南アフリカPSI 4モデル
がトップにランクイン

中国 J.D.パワーIQSで3モデル、
VDSで 4モデルがトップ3にラン
クイン、
南アフリカPSI 3モデルがトップ3
にランクイン

【その他の海外地
域】中国 J.D.パワー
IQS/VDS、南アフリカ 
PSI、ブラジル 
QUATRORODAS、
インド J.D.パワー
IQS

すでにトップグループ
入りしている国はトッ
プグループを維持。そ
れ以外の主要国も改
善活動の立案および
展開を推進しながら、
トップグループ入りに
向けて順位を上げて
きている

英国 WHAT CAR?：
「キャシュカイ」「ノー
ト」が高評価、
イタリア 
Quattroruote：「キャ
シュカイ」が高評価、
ドイツ ADAC：
「キャシュカイ」「ノー
ト」で高い信頼性評価
を獲得

中国 J.D.パワー/IQS：
3モデルがトップ3に
ランクイン

トップレベル品質実現
に向けて計画通り改
善している

主要国でのトップレベ
ル品質実現を目指し、
セールス・サービス品
質を継続的に向上す
る

主要国でのトップレベ
ル品質実現を目指し、
セールス・サービス品
質を継続的に向上す
る

2016年までにすべて
の主要国においてトッ
プレベル品質を実現
する

すでにトップグループ入りしている
国はトップグループを維持。それ以
外の主要国も改善活動を推進しな
がら、トップグループ入りに向け順
位を上げてきている

主要国のセールス・
サービス品質を測
るお客さま満足度
調査結果
（ニッサン/インフィ
ニティ両ブランドが
対象）
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フォーカスアイテム

※「NGP2016」進捗状況の詳細については23ページをご覧ください。

環境

重点活動（価値） 適用範囲 進捗確認指標例 2011年度  実績

持続可能なモビリティ
社会の実現に向けて、
クルマのライフサイ
クルにおける環境依
存・負荷を低減し、実
効性のある商品・技術
を拡大することで、社
会の変革をリードして
いきます

「ニッサン・グリーン
プログラム2016
（NGP2016）」の
実行、推進

グローバル ゼロ・エミッション車販売台数 「日産リーフ」販売台数23,000台を
達成

新車から排出されるCO2

排出量を90%削減
（2005年度比）

日産の企業活動と日産車の
使用過程から生じる環境負
荷と資源利用を自然が吸収
可能なレベルに抑える

（2010年度「日産リーフ」1モデルを投入済み）EV投入モデル数

グローバル

ゼロ・エミッション
車の普及

低燃費車の拡大 企業平均燃費
（対象：日本、北米、欧州、中国市場）

15%改善
（2005年度比）

「ティーダ」（中国）
「ヴァーサセダン」（米国）

クラス燃費トップとなるモデルの投入数

前輪駆動（FF）ハイブリッド車、および
プラグインハイブリッド車（P‐HEV）の
開発を推進中

ハイブリッド車投入数

2016年度  目標

ルノーとのアライアンスのもと、2016
年度までに累計150万台のEVを販売し、
ゼロ・エミッション車のリーダーとなる

4モデル投入

「LEAF to Home」の公開や、超小
型EV「NISSAN New Mobility 
Concept」の公道実験を開始するな
ど、取り組みを推進中

ゼロ・エミッション社会の具現化に
向けた活動を推進

ゼロ・エミッション社会の具現化

35％改善
（2005年度比）

グローバルカーボンフット
プリントの最小化

企業活動*から排出される台当たり
CO2排出量削減率 (2005年度比、
t-CO2/台）
　*生産、物流、オフィス、販売会社

8.9%削減 20%削減

・ グローバル生産拠点
 （2005年度比、t‐CO2/台）
・ オフィス（日本、北米、欧州、中国、原単位）
・ 販売会社（日本、原単位）

・ 20.5% 削減

・ 2.6% 削減
・ 11.9% 削減

・ 27%削減

・ 毎年1%削減（2010年度比）
・ 毎年1%削減（2010年度比）

グローバルに投入

80%削減
（2005年度比、t-CO2/台）

クルマ1台当たりの新規天
然資源使用率を70%削減
（2010年度比）

グローバルに投入

累計2,000万台累計1,108万台CVT搭載車累計販売台数(1992年基点）

グローバル新たに採掘する
天然資源の最小化

クルマ1台当たりの再生材使用率 生産時発生する鋼板やアルミ板のス
クラップを再度鋼板やアルミ板へと
再生するなど、取り組みを推進中

98.8%リサイクル実効率

日本：8.4%削減
グローバル：12.3%削減

生産工場から発生する廃棄物削減率

日本

グローバル

再生材使用率を25%に向上

リサイクル実効率トップレベル

日本：年2%削減（BAU比）
グローバル：年1%削減(BAU比）

全生産拠点4拠点
（オーストラリア、インド、中国、メキシコ）

水管理拠点数

長期ビジョン（2050年）
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［ 2011年度目標に対する達成度 ］　　　達成　　　ほぼ達成　　　未達成　　　未集計

フォーカスアイテム

従業員

2011年度  実績重点活動（価値） 適用範囲 進捗確認指標例 2009年度  実績 長期ビジョン2010年度  実績 2011年度  目標 2012年度  目標

多様な人財がグロー
バルビジネスを通し
て自らの成長を実感
できる、魅力的な組織
づくりを目指します

学習する企業文化
の醸成

日産自動車
（株）

グローバル

日産自動車
（株）

日産自動車
（株）

グローバル

日産自動車
（株）

教育受講者満足度

年1回の教育受講者に対する
アンケート。スコアは各教育にお
ける平均スコアのうち最低のも
の（5点満点）

Quality of Managementおよび
Employee Motivationのスコア

従業員意識調査における設問の
肯定回答率

オープンエントリー制度とシフト
キャリア制度の合格者数

オープンエントリー制度 ： ポスト
の募集があれば自ら自由に応募
できる制度
シフトキャリア制度 ： ポストの募集
有無に関係なく、自ら自由に希望
する部署や職種に応募できる制度

労働災害全度数率
（全度数率＝全災害件数÷延べ労
働時間×100万）

労働災害強度率
（強度率＝全労働損失日数÷延べ
労働時間×1,000）

女性管理職比率

外国籍従業員比率

4.5以上

Quality of 
Management :50%
Employee 
Motivation：57%

103名
（オープンエントリー
制度＋シフトキャリア
制度）

0.43

0

日本（日産自動車
（株）） ： 6.1%
米州 ： 12%
欧州 ： 14%

グローバル 50%

1%

4.5以上

2009年度は未実施

94名
（オープンエントリー
制度＋シフトキャリア
制度）

0.37

0

日本（日産自動車
（株）） ： 5%
米州 ： 10%
欧州 ： 13%

未実施

1%

重大災害ゼロ

グローバル：10%

スコアの維持・向上

外国籍社員比率の維
持・向上

重大災害ゼロ

グローバル：10.5%

スコアの維持・向上

外国籍社員比率の維
持・向上

従業員一人ひとりの
能力向上につながる
教育の実施。教育受
講者満足度の維持・
向上

従業員意識調査結果
を反映した、経営の質
の向上、および企業文
化変革への取り組み
推進。Quality of 
Managementおよび
Employee Motivation
のスコア向上

オープンエントリー制
度とシフトキャリア制
度などを通した適材
適所の人財配置の一
層の推進

0.27

従業員一人ひとりの
能力向上につながる
教育の実施。教育受
講者満足度の維持・
向上

従業員意識調査結果
を反映した、経営の質
の向上、および企業文
化変革への取り組み
推進。Quality of 
Managementおよび
Employee Motivation
のスコア向上

オープンエントリー制
度とシフトキャリア制
度などを通した適材
適所の人財配置の一
層の推進

0.27

学習する企業文化を
醸成し、従業員一人
ひとりが自らの成長
を実感できる組織の
実現

マネジメントの質を
向上させ、従業員の
意欲を引き出し、向
上させる組織の実現

従業員一人ひとりの
自主性を重んじた
キャリア形成の支援

安心して働ける安全
な職場の構築と維持

多様性によるお客さ
まへのより大きな価
値を提供

4.2以上

未実施

99名

0.35

0

グローバル：10%
日本（日産自動車（株）） ： 6.7%
米州 ： 12%
欧州 ： 15%

未実施

1%

従業員意識調査を
踏まえたマネジメン
トの質およびモチ
ベーションの向上

自律的キャリア開発
サポート

従業員サーベイのダイバーシ
ティに関するスコア

安心して働ける安
全な職場を目指
して

女性の能力活用を
通じたダイバーシ
ティの推進

クロスカルチャーを
通じたダイバーシ
ティの推進

安全

技術の革新に加え、安
全推進活動に積極的
に取り組み、クルマ社
会をより安全なもの
にしていきます

日産車がかかわる交
通事故死亡者数な
どの定量的低減目
標値を設定し、リア
ルワールドでの事故
分析をもとに、安全
なクルマづくりと安
全啓発活動の実施

日本、米国、
英国

日産車がかかわる交通事故
における死亡・重傷者数の
1995年比低減率

＊公共データをもとに算出す
るため、実績の把握は当該年
度の約2年後

日本：53％減少　
米国：48%減少　　
英国：56%減少

日本：54％減少　　
米国：未集計（データが公
表され次第、集計予定）
英国：未集計（データが公
表され次第、集計予定）

死亡・重傷者数ゼロに
向け、日産の安全技術
の考え方「セーフティ・
シールド」に基づき、さ
らなる安全装備の開
発および普及拡大に
取り組むことで、前年
度より死亡・重傷者数
を削減する

死亡・重傷者数ゼロに
向け、日産の安全技術
の考え方「セーフティ・
シールド」に基づき、さ
らなる安全装備の開
発および普及拡大に
取り組むことで、前年
度より死亡・重傷者数
を削減する

究極の目標として、日
産車がかかわる交通
事故における死亡・重
傷者数ゼロを目指す

未集計（データが公表され次第、
集計予定）　
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［ 2011年度目標に対する達成度 ］　　　達成　　　ほぼ達成　　　未達成　　　未集計

フォーカスアイテム 2011年度  実績重点活動（価値） 適用範囲 進捗確認指標例 2009年度  実績 長期ビジョン2010年度  実績 2011年度  目標 2012年度  目標

バリューチェーン

サプライチェーンの
あらゆる段階におい
て、倫理的で環境に配
慮した行動がなされ
るよう促進していき
ます

ルノー・日産が尊重
するバリュー、法令、
規範の順守をサプ
ライヤーに展開し
共有

ルノー・日産
共同購買会
社＊の世界中
の全1次取引
先サプライ
ヤー

＊ ルノー・日
産共同購買会
社 ： ルノーと
日産の年間合
計購買額の
100%を扱う
（2009年4月
時点）

サプライヤーと共有する価値
観・規範の展開プロセスおよ
び浸透度合い

・ 日本自動車工業会
のCSR調達活動に
合わせ、ルノーと共
同で「ルノー・日産サ
プライヤーCSRガ
イドライン」を作成、
展開準備

・ ルノーと共同で、「サ
プライヤーCSRガ
イドライン」を各拠
点購買からサプライ
ヤーに展開 （6月～）

・ コンプライアンス順
守と違反時の対応を
織り込んだ改訂版
MPAを展開

  （7月～）

・ 日翔会などサプライ
ヤーミーティングの
場を活用して、映像
などによるCSR活動
の説明・事例紹介を
実施し、サプライヤー
へCSRの啓蒙を図る

・ 海外拠点（日本、タイ
  以外）におけるBCP
  策定を展開 (FY12   
  上半期）
・ サプライチェーンに
  おけるCSR浸透を目  
  的とした紛争鉱物対
  応の調査実施
・ サプライヤー法令違  
  反の継続対応

継続してサプライヤー
でのCSR活動体制強
化のサポートを行って
いく

・ 2011年度は東日本大震災・タイ
洪水からの復旧が、サプライヤー
と連携した重要な活動となった。
この取り組みは、被災サプライ
ヤーへの支援や早期生産再開と
いった社会貢献に結びつくため、
CSR活動として実施・評価　　
主な取り組み；　
1. 生産復旧に関する情報の早期  
共有化

2. 輪番停電、夏期週末稼働へ対応
3. サプライチェーンでのBCP策
定 （日本およびタイ）　

・ 2010年度に作成した“サプライ
ヤー法令違反時の対応措置ルー
ル”に基づき、発生した事例に対
し、運用を実施 

社会貢献

「教育への支援」「環
境への配慮」「人道支
援」の3つの重点分野
を中心に、企業市民と
して果たすべき社会
貢献活動に取り組み
ます

日産の社会貢献活
動方針の明文化、社
内運営体制の整備
および活動内容の
充実

グローバル 日産の社会貢献活動方針、推
進体制、社内各機能の役割の
構築

グローバルプログラム
の検討を継続中、ただ
し2009年度は未実
施。「ザ・サイエンス・オ
ブ・サバイバル」は主
催者側の都合により
2009年6月で中断

2010年3月よりインド、
2011年3月よりインド
ネシア、タイにて「ハビ
タット･フォー･ヒューマ
ニティ」との協働プロ
ジェクトに着手

・ 3極体制(ASIA, 
AMIE, Americas)を
確実なものとし、マネ
ジメントを強化する

・ 新しい貧困層向けプ
ログラムを開発する

・ 社会貢献分野として
ステークホルダーとの
対話を年2回実施する

・ 東日本大震災支援活
動を総括し、特に従
業員がボランティア
活動などの支援に参
加しやすい環境づく
り、社内整備を進める
・ 災害発生時の支援
内容を迅速に決定す
る仕組みづくりを推
進する

・ 現有プログラムにつ
いて、よりグローバ
ルにより広く価値を
届けられる活動に進
化させる

「教育への支援」「環
境」「人道支援」の分野
を中心に、グローバル
な考え方と各地域に
最適な活動のバラン
スをとりながら、日産
らしい社会貢献プログ
ラムを継続的に実施し
ていく

・ 本社を含む3極にCSR、社会貢献を
担当する部長級役職者を置き、グロー
バルに推進・連携する体制を構築

・ 北米日産会社が2006年から連携
している国際NGOハビタット・
フォー・ヒューマニティとのグロー
バル連携に合意、貧困層支援活動
を2012年度から積極化

・ 東日本大震災被災地支援において、
10を超える非営利団体と対話をし、
ニーズが高く、自社として可能な支援
を最大限提供。交通安全啓発活動
「おもいやりライト運動」では横浜市
で市民会議を開催し、有識者を含む
多くのステークホルダーと対話を実施

グリーン調達活動
を通じた、製品の環
境負荷低減を推進

世界中の
全1次取引先
サプライヤー

日本でのグリーン調達基準に
基づく納入部品の環境負荷物
質把握活動の完了と、グロー
バルグリーン調達基準に基づ
く同活動の推進

「ニッサン・グリーン調
達ガイドライン」のタ
イでのサプライヤー
説明会を実施

「ニッサン・グリーン調
達ガイドライン」をグ
ローバルにWebで公
開。北米地域での展開
を開始

サプライヤーの環境
負荷物質低減を推進
する仕組みを構築

新管理プロセスでの
実行と改善

ライフサイクルを通し
て日産車の環境負荷
が低減されるように、
サプライヤーでの環境
負荷が低減していく仕
組みを構築する。製品
に限らずバリュー
チェーン全体への拡大
を目指してマネジメン
トの範囲を拡大する

NGP2016に対応した新たな管
理プロセスを構築し、11月にサプ
ライヤー説明会を実施。グローバ
ルにグリーン調達ガイドライン改
定版を展開 （欧州における環境
負荷物質管理の強化）

販売会社における
CSR活動の推進

販売会社
（日本）

販売会社への定期的な情報
発信と、自主的な取り組みの
支援

コンプライアンス自己
点検プログラムを各販
売会社で実施。2009
年9月と2010年3月
の販売会社エグゼク
ティブミーティングで
最近のコンプライアン
ス動向に関する情報共
有を行い、各販売会社
の取り組み推進を支援

全社的にコンプライ
アンス自己点検プロ
グラムの活用定着に
取り組んだ結果、コン
プライアンスに対する
意識が一層向上

引き続き、自己点検プ
ログラム定着を図ると
ともに、代表者会議等
で定期的な情報発信
を行う

近年のコンプライア
ンスの傾向を踏まえ
て改定を行ったコンプ
ライアンス自己点検
プログラムを実施し、
コンプライアンスに対
するさらなる意識向
上を図る。また代表者
会議などでも定期的
な情報発信を行う

販売会社の自主的な
取り組み定着に向けた
支援

2011年度はコンプライアンス自
己点検プログラムの活用定着に
取り組んだ結果、2010年以上に
コンプライアンスへの意識が向
上した。また6月の代表者会議で
は個人情報の漏えい事例の注意
喚起を行い、その後、各社に改善
策を展開し管理レベルが向上
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2011年度通期の連結売上高は9兆4,090億円、連結営業利益は5,458億円、当期純利益は

3,414億円となりました。また、自動車事業のフリーキャッシュフローは3,795億円となり、その結

果2011年度末には6,198億円のキャッシュポジションとなりました。

2011年度のグローバル全体需要は、前年比4.2%増の7,570万台となりました。日産のグロー

バル販売台数は前年比15.8%増の484万5,000台に達し、過去最高を更新しました。当社はグ

ローバル全体需要の増加率を上回る販売増を果たし、グローバルな市場占有率は前年比0.6ポイン

ト増の6.4%に到達しました。

日本の販売台数は前年比9.2%増の65万5,000台で、市場占有率は前年比0.8ポイント増の

13.8%となりました。中国の販売台数は前年比21.9%増の124万7,000台、市場占有率は1.1ポ

イント増の7.3%でした。米国の販売は前年比11.8%増の108万台となり、市場占有率は0.2ポイ

ント増の8.2%に達しました。メキシコでは、市場占有率をさらに2.2ポイント伸ばし、25.3%を達成

するとともに、前年比20.7%増の23万5,300台の販売を記録し、トップブランドの地位を維持して

います。ロシアを含む欧州の販売台数は前年比17.5%増の71万3,000台となり、市場占有率は

3.9%に達しました。アフリカ、中南米、アセアンなど、その他市場における当社の販売台数は、前年

比16.4%増の82万6,000台となりました。特にブラジルの販売台数は前年比94.8%増の、8万

1,000台を記録しました。インドネシアでも急成長を果たし、販売台数は41.8％増の6万400台と

なる一方、インドでは前年の2倍以上に相当する3万1,300台を販売しました。

2011年度、日産は過去最高の販売台数と成長を実現しました。複数の自然災害や為替変動に

よる逆風にもかかわらず、当社はあらためて、危機を乗り越える力を証明しました。日産はさらに成

長を加速化する態勢が整っています。

2011年度  財務実績  （億円）

2012年3月期の平均レートである1USドル＝79.1円および1ユーロ＝109.0円を使用

連結売上高

連結営業利益
 営業外損益

経常利益
 特別損益

当期純利益

設備投資

研究開発費

減価償却費

増減

6,359

83
－110

－27
519

222

944

287

－377

2011年度2010年度

87,731

5,375
3

5,378
－577

3,192

3,120

3,993

3,721

94,090

5,458
－107

5,351
－58

3,414

4,064

4,280

3,344

2 0 1 1 年度  決算概況
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グローバル拠点  （2012年6月現在）

研究開発拠点 ：
12ヵ国・地域（日本、米国、英国、台湾、中国、タイ、インド、南アフリカ、メキシコ、ブラジル、
スペイン、ベトナム）

デザイン拠点 ：
4ヵ国（日本、米国、英国、中国に計5ヵ所）

車両生産工場 ：
20ヵ国・地域（日本、米国、英国、スペイン、台湾、中国、タイ、フィリピン、マレーシア、
インドネシア、メキシコ、ブラジル、イラン、南アフリカ、ケニア、エジプト、パキスタン、
ロシア、ベトナム、インド）

車種別販売台数  （トップ5）

日本 （台）

＊1 2011年度における従業員数が前年比で4,163人減少しているが、その主な理由は、日産自動車九州(株)の設立に伴う転籍によるものである
＊2 平均年間給与は部課長を除く一般従業員。賞与および基準外賞金を含む

＊ 臨時従業員数（34,744人）を含む。販売金融事業の従業員数は 
  2,129 人(うち、臨時従業員数は111人) である

日産自動車（株）の従業員は日産自動車労働組合に加入し、同組合は全日産・一般業種労働組合連合会を上部団体とし、全日本自
動車産業労働組合総連合会を通じ、日本労働組合総連合会に加盟しています。労使関係は安定しており、2012年3月末現在の
組合員総数は日産自動車九州(株)を含め26,851人。
なお、日本国内のグループ各社においては大半の企業で会社別労働組合が存在し、全日産・一般業種労働組合連合会を上部団体
としています。
また、海外のグループ各社では、メキシコにおいてはメキシコ労働者総同盟を上部団体とする労働組合および独立系の労働組
合、英国においてはユナイト・ザ・ユニオン英国日産自動車製造支部など、各国の労働環境に即した労働組合が存在します。

連結従業員数

個人株主数

法人税等の支払額

研究開発費（売上高比率）

設備投資額（売上高比率）

災害支援時の会社からの支出

日産自動車（株） 従業員数＊1

 平均年齢

 平均勤続年数

 平均年間給与＊2

 障がい者雇用率

 育児休職取得者数

 介護休職取得者数

 組合員総数

2011年度

157,365人

265,168人

1,065億円

4,280億円（4.5%）

4,064億円（4.3%）

1,190万円
（日産自動車（株）単独：
東日本大震災 継続支援）

1,000万円
（日産自動車（株）単独：台風12号水害）

5,510万円
（日産自動車（株）およびタイ日産：タイ洪水）

1,000万円
（欧州日産単独：

東アフリカ干ばつによる飢饉への対応）

24,240人

42.8歳

18.3年

7,058,538円

1.95%

192人

9人

26,851人

2010年度

155,099人

264,940人

1,407億円

3,993億円（4.6%）

3,120億円（3.6%）

4億3,000万円以上
（日産自動車（株）、北米日産会社、

欧州日産自動車株式会社などを含む ：
東日本大震災）

約680万円
（日産（中国）投資有限公司 ：

青海省大震災）

10万ドル（約850万円）
（北米日産会社 ： ハイチ大地震）

28,403人

42.4歳

20.7年

6,847,796円

2.0%

195人

15人

26,790人

2009年度

169,298人

273,000人

-265億円

3,855億円（5.1%）

2,736億円（3.6%）

1,200万円
（日産自動車（株）単独 ：

チリ大地震他）

117,000ドル
（北米日産会社 ：
ハイチ大地震他）

30,277人

41.8歳

20.1年

6,271,632円

約2.1%

161人

9人

27,271人

 2011年度
（2011/4̶2012/3）

93,755

65,365

56,555

51,492

50,404

車名

セレナ

モコ

ノート

マーチ 

ルークス

アルティマ

ローグ

セントラ

ヴァーサ

マキシマ

キャシュカイ

ジューク

マイクラ

キャシュカイ+2

ノート

米国 （台）

車名

欧州 （台）

車名

地域別連結従業員数  （2012年3月末現在）

69,141人

24,702人

14,725人

46,516人

2,281人

157,365人

日本

北米

欧州

アジア

その他海外地域

連結従業員数＊

労働組合の状況

セレナ

アルティマ

キャシュカイ

 2011年度
（2011/4̶2012/3）

295,790

129,818

106,766

104,590

61,942

 2011年度
（2011/4̶2012/3）

205,089

135,554

76,713

51,040

45,897

パフォーマンスデータ
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事業等のリスク
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事業等のリスクに関する情報は以下の通り。有価証券報告書（2012年3月期）に掲載したものと同じ内容です。文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（2012年
6月28日）時点において日産グループが判断したものです。

1. 世界経済や景気の急激な変動
（1） 経済状況
当社グループの製品・サービスの需要は、それらを提供している国又は地域の経済状況の影響を強く受けている。従って、日本、中国、アメリカ、メキシコ、ヨーロッパ、アジ

アなど当社グループの主要な市場における経済や景気及びそれに伴う需要の変動については、正確な予測に努め必要な対策を行っているが、世界同時不況など予測を超え
た急激な変動がある時は、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（2） 資源エネルギー情勢
原油価格の高騰など資源やエネルギー情勢の急激な変化により当社グループの製品・サービスに対する需要も大きく変動する。ガソリン価格が上昇すれば燃費の良い製

品に需要がシフトすることが予測され、更に上昇すれば全体の需要は低下することも予測される。予測を超えた急激な変動がある時は業績の悪化や機会損失の発生等、当社
グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

2. 自動車市場における急激な変動
自動車業界は世界規模で非常に厳しい競争にさらされている。当社グループもその競争に打ち勝つべく、お客様のニーズにあった製品を素早く提供できるように技術開

発・商品開発や販売戦略において努力しているが、お客様ニーズに合う製品をタイムリーに提供できなかったり、環境や市場の変化への対応が不十分な場合には、当社グルー
プの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。
例えば、成熟市場では人口の減少や少子高齢化の進行により需要が減退したり変化したりする一方で、新興市場では大きく需要が増える可能性もある。これらはビジネス

チャンスとして当社グループに有利な結果をもたらす可能性もある一方、特定商品や特定地域への過度な依存が発生し、次なる変化への対応が十分に行われない場合には、
当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

3. 金融市場に係るリスク
（1） 為替レートの変動
当社グループは世界18カ国・地域で完成車の生産を行い、160カ国以上の国々で製品を販売している。原材料や部品、サービスの調達も多くの国で行っている。
当社の連結財務諸表は日本円で表示するため、一般的に他の通貨に対する円高は当社グループの業績に悪影響を及ぼし、反対に円安は好影響をもたらすことになる。ま

た、当社グループが生産を行う地域の通貨価値が上昇した場合、それらの地域の生産コストを押し上げ、当社グループの競争力の低下をもたらす可能性がある。

（2） 通貨ならびに金利リスクヘッジ
市場金利の上昇や自身の格付け低下による調達コストの上昇は当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。
また、当社グループは外貨建債権債務の為替変動のリスク回避、有利子負債の金利変動リスク回避及び、コモディティの価格変動リスク回避を目的とし、デリバティブ取引

を行うことがある。こうしたデリバティブ取引によりリスクを回避することができる一方で、為替変動、金利変動等によってもたらされる利益を享受できないという可能性もあ
る。また、これらデリバティブ取引を行う場合は信用度の高い金融機関を相手に行うが、万一それらの金融機関が倒産するような場合には、当社グループの業績と財務状況に
影響を及ぼす可能性がある。

（3） 金融資産の価格変動
当社は、戦略的な理由や取引関係維持、キャッシュマネジメント等の理由により市場性のある有価証券を保有する場合があり、それらの有価証券の価格変動リスクを負って

いる。このため株価や債券価格の変動により当社の業績及び財務状況に影響が及ぶ可能性がある。

（4） 資金の流動性
金融市場の急激な環境変化が発生した場合などにおいても、当社は十分な資金の流動性を確保できるよう社内規定を整備し、手元資金の積増しやコミットメントラインの

設定、調達手段や調達地域の多様化等対応を強化している。しかしながら市場に想定を超える大規模な変化が発生した場合などには、当初計画通りの資金調達に支障をきた
す可能性があり、当社グループの業績及び財務状況に重大な影響を及ぼす可能性がある。

（5） 販売金融事業のリスク
販売金融事業は当社グループにとって重要なビジネスのひとつである。当社グループでは社内にグローバル販売金融ビジネスユニットを設置し、徹底したリスク管理により

高い収益性と健全な財務状態を維持しながら自動車販売を強力にサポートしている。しかし、販売金融には、金利変動リスク、残存価格変動リスク、信用リスク等のリスクが避
けられない。これらのリスクが予想を超えて顕在化した場合には当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（6） 取引先の信用リスク
当社グループはサプライヤーや販売会社など様々な地域の数多くの取引先と取引を行っている。当社グループは毎年、調達先については調達先の財務情報をもとに独自

の格付けを行うなど信用リスクに備えている。しかし、世界的な経済危機をきっかけにした倒産のような予期せぬ事態が顕在化した場合、調達側ではライン停止・生産活動へ
の支障、販売側では債権回収への支障など、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（7） 退職給付債務
当社グループの従業員の退職給付に備えるための退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収益率に基づいて算出されて

いる。実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において
認識される費用及び債務に影響を与える可能性がある。

4. 事業戦略や競争力維持に係るリスク
（1） 国際的活動及び海外進出に関するリスク
当社グループの販売は世界160カ国以上、完成車の生産も18の国と地域で行っており、更に拡大していく可能性もある。海外市場への事業進出の際には以下に掲げるよ

うなリスクの検討も十分行っているが、進出した先で予期しないリスク或いは想定を超えるリスクが顕在化した場合には計画通りの操業度や収益性を実現できず、当社グルー
プの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。
・　不利な政治的又は経済的要因
・　法律又は規制の変更
・　法人税、関税その他税制の変更
・　ストライキ等の労働争議
・　優秀な人材の採用と定着の難しさ
・　テロ、戦争、クーデター、大規模自然災害、伝染病その他の要因による社会的混乱

（2） 研究開発活動
当社グループが開発する技術は、世の中のニーズに即し、有用かつ現実的で使い易いものでなくてはならない。この目的のため当社グループは、将来のニーズを予測し、

優先順位をつけ、新技術の開発に投資している。しかし、予測を超えた環境の変化や世の中のニーズの変化、相対的な開発競争力の低下により、最終的にお客様にその新技
術が受け入れられない可能性もあり、その結果当社の業績に影響を及ぼす可能性がある。
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（3） 他企業との提携等
当社グループはより高い競争力を短期間で獲得するために優れた技術を有する他の企業と戦略的に提携することがある。しかしながら、当該分野の市場環境や技術動向

の変化、提携先との活動の進捗状況によっては予定した成果を享受できない可能性もあり、その結果当社の業績に影響を及ぼす可能性がある。

（4） 製品・サービスの品質
当社グループは、優れた品質の製品・サービスを提供するため、開発・製造から販売・サービスまできめ細かい管理体制を敷き最善の努力を傾けている。しかしながら、より

高い付加価値を提案するための新技術の採用は、それが十分に吟味されたものであっても、後に予期せぬ品質問題を惹起することがある。製造物責任については賠償原資を
確保するため一定の限度額までは保険に加入しているが、保険でカバーされないリスクもあり、またお客様の安全のため大規模なリコールを実施した場合には多額のコスト
が発生する等、当社グループの業績と財務状況に影響が及ぶ可能性がある。

（5） 環境や安全に関する規制、企業の社会的責任
自動車業界は、排出ガス基準、CO2／燃費基準、騒音、リサイクル等、環境や安全に係る様々な規制の影響を受けており、これらの規制はより一層厳格になってきている。法

規制を遵守することは当然であるが、企業の社会的責任として自主的により高い目標を掲げ取組んでいる分野も増えている。当社は競合他社に対する優位性を保つため中
期環境行動計画「ニッサン･グリーンプログラム2016」を掲げ、環境に対する継続的な取組みを社内外にコミットしているが、開発や投資の負担は増加しており、これらコスト
の増加は当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（6） 重要な訴訟等
当社グループが事業活動を進めていく中で、取引先や第三者との間で様々な訴訟に発展することがある。それら訴訟については、当社側の主張又は予測と異なる結果とな

るリスクは避けられず、場合によっては当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（7） 知的財産保護の限界
当社グループは、他社製品と差異化できる技術とノウハウを保持している。これらの技術とノウハウは今後の当社グループの発展には不可欠なものである。これらの資産

の保護については最善の努力を傾注しているが、特定の地域では知的財産権による完全な保護が困難であったり、又は限定的にしか保護されない状況にある。
当社は、このような特定の地域での知的財産を保護し、日産の知的活動の成果を守る活動を強化すること、更には新たな知的財産を蓄積することを狙いとして、専門の部

署を設け、ブランドの保護・創造活動を行っているが、第三者が当社グループの知的財産を侵害して類似した製品を製造･販売することを防止できない可能性がある。

（8） 優秀な人材の確保
当社では人材は最も重要な財産と考え、グローバルで優秀な人材を採用するとともに、十分に能力を発揮してもらうため人材育成の充実や公平で透明性の高い評価制度

の実現にも力を入れている。しかしながら優秀な人材確保のための競争は厳しく、計画通りに採用や定着化が進まなかった場合は、長期的に当社グループの競争力が低下す
る可能性がある。

（9） コンプライアンス、レピュテーション
当社グループは個人情報や機密情報の保護のための情報セキュリティの取組みをはじめとして、法令等の遵守については未然防止の対策を講じると共に、定期的に監査も

行っている。更に、コンプライアンスに係る案件を察知した場合には速やかに対応する体制も整備しており、当社の社会的信用や評判に与える影響を防いでいる。しかしなが
ら、企業の社会的責任に対する社会の期待は年々増大しており、対応の内容や迅速性が不十分な場合には当社の社会的信用や評判に悪い影響を及ぼし、売上の減少等、当社
グループの業績に影響を与える可能性がある。

5. 事業の継続
（1） 大規模災害
日本を本拠とする当社グループにとって、現在そして今後も最大のリスクのひとつであり続けるものに地震リスクがある。当社グループでは、地震リスクマネジメントに関

する基本方針を設定するとともに、最高執行責任者(COO)をトップとするグローバルベースの地震対策組織を設置している。また、工場などの建屋や設備などの耐震補強も
積極的に推進している。しかし、大規模な地震により想定を超えた損害が発生し操業を中断せざるを得ないような場合は、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可
能性がある。
地震以外にも、火災や台風、洪水、新型インフルエンザの流行等様々なリスクを想定し、事前の予防対策及び発生時の緊急対応体制の整備等を行っているが、想定を超え

た規模で発生した場合などは当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。
2011年3月に発生した東日本大震災の発生を契機として、下記のような従来想定していなかった様々なリスクも顕在化した。
・　計画停電の実施や長期にわたる電力不足により、工場の操業が大きく制限されるリスク
・　原子力発電所からの放射能汚染による立入制限や避難指示により、対象地域内の工場やサプライヤーが復旧又は操業できないリスク
・　放射能汚染を理由とする、部品・商品の受け入れ制限や遅延のリスク、及び風評による売れ行き低下のリスク
・　「南海トラフ巨大地震」等で想定される、従来の高さと範囲を大きく超える津波のリスク
当社グループではこれら顕在化した問題に対しても一つ一つ対策を検討・実行し、問題解決の努力を続けているが、当社だけでは対応できない問題も多く、また、対応のた

めのコストも発生するため、業績や財務状況に対する影響は避けられない可能性がある。

（2） 原材料及び部品の購入
当社グループは事業の構造上、多数の取引先から原材料や部品及びサービスを購入している。また、最近は新技術の導入に伴い、産出量が少ないだけでなく産出が特定

の国に限られる希少金属の使用も増えている。需給バランスの急激な変動や産出国における政情の変化等により予期せぬ市況変動が起こった場合は、必要な原材料・部品等
を継続的安定的に確保できなくなる可能性もあり、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

（3） 特定サプライヤーへの依存
より高い品質や技術をより競争力ある価格で調達しようとすると、発注が特定のサプライヤーに集中せざるを得ないことがある。また、特別な技術を要するものについて

はそもそも提供できるサプライヤーが限定されることもある。当社では、2次3次以降のサプライヤーを含めてサプライチェーンの見直しを行い、その強化に取組んでいる
が、予期せぬ事由によりサプライヤーからの供給が停止したり、遅延や不足が生じた時は、当社グループの操業も停止し、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能
性がある。

（4） 情報システムに係るリスク
当社グループの殆ど全ての業務は情報システムのサポートを受けており、システムも年々複雑化高度化しているため、信頼性の向上のため様々な対策を実施している。し

かしながら、想定を超える災害の発生やウイルス等の侵入によりシステムがダウンした場合には、当社業務も継続が困難となり、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼ
す可能性がある。



第三者意見

サステナビリティ日本フォーラム
代表理事

後藤  敏彦氏
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最初に、東日本大震災ではさまざまな救援活動はもとより、事業継続計画（BCP）が機能を発揮されたことと、それ

を改訂し拡大展開を図っておられるのは、さすが日産自動車です。

2011年度のCSRの全体的な取り組みは、「ニッサン・グリーンプログラム2016（NGP2016）」のような新しいチャ

レンジもありますが、表面的には従来と大きな違いがないように見えます。しかし、経営者の緒言で読み取れるように

サステナビリティへの考え方やアプローチが内容的にずっと深化していると感じました。いま直面している課題が明日

には全く違った危機的な課題に変化するという認識で、人類全体が抱えているが一般の人々には必ずしも十分に認識

されていないマテリアルな課題に果敢にチャレンジしていることが述べられています。

また、中期経営計画の4つの土台として「人・アライアンス・プロセス・商品」を挙げておられますが、内容は無形資産と

して一般的に分類されている「組織・人・イノベーションに関するもの」と見事につながっており、総合力を挙げて「日産

パワー88」を遂行されようとしていることが分かります。「NGP2016」を戦略に、ブルーシチズンシップとスコアカー

ドなどをツールにして、しっかりとPDCAを回され完遂されるものと期待します。

CSR重点8分野の活動評価

CSR重点8分野はどれも重要ですが、従来はバリューチェーンでの取り組みは一般論としてどの企業であってもサ

プライチェーンでは一次サプライヤーまでであって、その先へは及んでいません。「サプライヤーCSRガイドライン」

も理念としてはすべての段階のサプライヤーを念頭に置かれていますが、グリーン調達以外でも具体的にどう推進す

るかも知りたいところです。CSRの国際規格ISO26000の発行以来、サプライヤーに対するデュー・ディリジェンス・プ

ロセス、すなわちCSR監査が重要になってきていますが、これも課題の変化です。すべての1次サプライヤーに実施す

る必要はないでしょうが、従来以上の仕組みが必要と思います。

「環境」の中では、ゼロ・エミッション車に対する考え方が明確で、2050年に向けてまい進されるものと確信します。

データとしてインプット/アウトプットの全体としてのマテリアルフローが見えませんので、記載を期待します。

「安全」や「品質」への取り組みが素晴らしいことがよく理解できます。ただ、今後の世界的な高齢化社会の進展を考

えると、多様な要素技術を一般のドライバーがどこまで使いこなせるのかがよく分かりません。操作不要の自動化など

も考えられていると思いますので、そういったことの解説も欲しいところです。販売時の操作教育を自社として義務化

することなども過渡期には必要ではないでしょうか。

「従業員」においては、「すべては一人ひとりの意欲から始まる」という素晴らしい考え方を基本とされています。さ

まざまな取り組みはそれぞれ一人から始まったものと思われますので、CSRの浸透のためにも代表的な事例などは顔

も見えるようにして掲載されたら面白いと思います。

報告書作成における今後の課題
この報告書はマルチステークホルダー向けのものと考えますが、読者が幅広いことを考慮すると、専門用語につい

ては今後も脚注などに留意されたら良いと思います。他方、投資家向けには統合報告書の動きがあります。欧州政府と

しては2015年以降の中長期のターゲットのようですから急ぐ必要はありませんが、欧州の原則主義を考えればいず

れかの時点で、サステナビリティレポートとは別にアライアンスとして実験を開始される必要があると思います。

今回の報告書は非常に大部のものとなっていますが、できるだけシンプル化を心がける必要があると思います。

多様な取り組みを説明されるのが定性的なのはやむを得ませんが、一方で目標や実績などの定量的データを巻末の

データ集で充実されることが望まれます。網羅性のチェックにはガイドラインなどとの対比表を作成されるのが良いと

思います。



社会的責任投資（SRI）への組み入れ

財務面だけでなく、環境や社会性の観点から企業を評価し、投資対象を選ぶSRI（Socially Responsible 

Investment）が注目されています。日産はFTSE4Good、DJSI アジアパシフィック、GLOBAL 100などのSRI

インデックスに組み入れられています。（2012年8月現在）

FTSE4Good インデックスシリーズ
英国のフィナンシャル・タイムズとロンドン証券取引所が共同出資す
る独立企業のFTSE社が開発。

ダウ・ジョーンズ・サステナビリティ・アジア
パシフィック・インデックス（DJSI Asia Pacif ic）
「DJSI」は、米国のS&Pダウ・ジョーンズ・インディシーズとスイスのサ
スティナブル・アセット・マネジメント社（SAM社）による、世界の代表
的な社会的責任投資株価指数。2009年に新設された 「DJSI Asia 
Pacific」は、アジア・太平洋地域の主要企業のうち、社会的責任への
取り組みに優れた上位20%を選定。

Global 100（世界で最も持続可能な企業100社）
カナダの出版社コーポレートナイツ社による持続可能性に焦点を
絞った企業評価。世界の主要企業約3,500社を対象に、環境・社会・ガ
バナンスに関する取り組みを評価し、上位100社を選定。2005年か
ら実施。

［ お問い合わせ先 ］

日産 自動 車 株 式 会 社

〒220-8686
神奈川県横浜市西区高島一丁目1番1号
CSR部
Tel ： 045-523-5523（代）  Fax ： 045-523-5771
E-mail ： NISSAN_SR@mail.nissan.co.jp
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